
 

 

第６回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２１ １７ １６ ５４ 

 

  議案の名称 

＜予算＞ 

（令和４年度予算） 

議案第 ３号  令和４年度尼崎市一般会計予算 

議案第 ４号  令和４年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算 

議案第 ５号  令和４年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費予算 

議案第 ６号  令和４年度尼崎市特別会計育英事業費予算 

議案第 ７号  令和４年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算 

議案第 ８号  令和４年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費予算 

議案第 ９号  令和４年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費予算 

議案第１０号  令和４年度尼崎市特別会計青少年健全育成事業費予算 

議案第１１号  令和４年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算 

議案第１２号  令和４年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算 

議案第１３号  令和４年度尼崎市水道事業会計予算 

議案第１４号  令和４年度尼崎市工業用水道事業会計予算 

議案第１５号  令和４年度尼崎市下水道事業会計予算 

議案第１６号  令和４年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

（令和３年度補正予算） 

議案第１７号  令和３年度尼崎市一般会計補正予算（第１４号） 

議案第１８号  令和３年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費補正予算（第２号） 

議案第１９号  令和３年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費補正予算（第 1号） 

議案第２０号  令和３年度尼崎市特別会計育英事業費補正予算（第 1号） 
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議案第２１号  令和３年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算（第２号） 

議案第２２号  令和３年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予算（第２号） 

議案第２３号  令和３年度尼崎市水道事業会計補正予算（第１号） 

＜条例＞ 

議案第２４号  尼崎市育英事業基金条例の一部を改正する条例について 

議案第２５号  尼崎市公文書の管理等に関する条例について 

議案第２６号  尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

議案第２７号  尼崎市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第２８号  尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正す

る条例について 

議案第２９号  尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第３０号  尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例を廃止する条例について 

議案第３１号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につい 

        て 

議案第３２号  尼崎市立身体障害者福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例について 

議案第３３号  尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第３４号  尼崎市食品衛生に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第３５号  尼崎市立城内地区自動車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例について 

議案第３６号  地方公営企業法第３３条第２項の規定により予算で定めなければな

らない資産の取得及び処分等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第３７号  尼崎市営住宅等基金条例について 

議案第３８号  尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例について 

議案第３９号  尼崎市消防団員の定員、任用、給与及び服務等に関する条例の一部

を改正する条例について 

議案第４０号  尼崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第４１号  指定管理者の指定について（尼崎市立中央南生涯学習プラザ） 

議案第４２号  包括外部監査契約の締結について 

議案第４３号  指定管理者の指定について（尼崎市立社会体育施設） 

議案第４４号  工事請負契約について（サンシビック尼崎大規模機械設備改修工事） 

議案第４５号  工事請負契約について（サンシビック尼崎大規模電気設備改修工事） 

2



議案第４６号  権利の放棄について（災害援護資金の貸付けを受けた者の連帯保証

人に対して有する権利） 

議案第４７号  指定管理者の指定について（尼崎市立あこや学園） 

議案第４８号  指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉会館） 

議案第４９号  指定管理者の指定について（尼崎市立たじかの園） 

議案第５０号  指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉センター） 

議案第５１号  指定管理者の指定について（尼崎市立城内青少年体育道場） 

議案第５２号  指定管理者の指定について（尼崎市立立花青少年体育道場及び尼崎

市立園田青少年体育道場） 

議案第５３号  指定管理者の指定について（尼崎市尼崎学園） 

議案第５４号  工事請負契約について（第３工場跡地整備事業） 

議案第５５号  市道路線の認定について 

議案第５６号  指定管理者の指定について（記念公園） 

 

２ その他の報告 

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

その他の事故  ３件    ７１５，１６０円 

 

３ 追加提出予定案件 

＜人事＞ 

・ 尼崎市教育委員会教育長の任命 

・ 尼崎市教育委員会委員の任命 

・ 尼崎市監査委員の選任 

・ 人権擁護委員の候補者の推薦 
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第６回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第３号～第１６号 所 管 ― 

件 名 令和４年度 当初予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 当初予算額 前年度比 

一 般 会 計 ２１０，９９７，０００ １０１．０％ 

特 別 会 計 １０２，４０４，３７８ １０１．３％ 

 国民健康保険事業費 ４７，８７２，４５１ １００．９％ 

 地方卸売市場事業費 ３５６，６２８ １０７．０％ 

 育英事業費 １１，５３８ １３６．９％ 

 公共用地先行取得事業費 １９８，９２４ ９９．２％ 

 公害病認定患者救済事業費 ２１，３９２ ９８．０％ 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ３３，００１ １０８．９％ 

 青少年健全育成事業費 ８，９３０ １０１．４％ 

 介護保険事業費 ４７，３１８，４５９ １０１．８％ 

 後期高齢者医療事業費 ６，５８３，０５５ １００．１％ 

企 業 会 計 ９６，８６０，５８０ １０５．０％ 

 水道事業 １２，１９３，３１９ ９７．７％ 

 工業用水道事業 ２，００９，５４１ ８６．４％ 

 下水道事業 ２０，６３９，４４３ １００．５％ 

 モーターボート競走事業 ６２，０１８，２７７ １０９．１％ 

合      計 ４１０，２６１，９５８ １０２．０％ 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１７号～第２３号 所 管 ― 

件 名 令和３年度 補正予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 補正予算額 

一 般 会 計 （第１４号） ６６５，８１７ 

特 別 会 計 ２，２０７，７３０ 

 国民健康保険事業費（第２号） ２，５７９，３９９ 

 地方卸売市場事業費（第１号） △２０，０００ 

 育英事業費（第１号） ５５，０００ 

 介護保険事業費（第２号） △５２３，９７１ 

 後期高齢者医療事業費（第２号） １１７，３０２ 

企 業 会 計 １０２，７９７ 

 水道事業（第１号） １０２，７９７ 
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令和3年度　2月補正の概要
 

○　一般会計補正予算（補正14号）

（補正予算の内容）

（歳入の主なもの）

①　市税の増 億円

②　地方交付税の増 億円

　　臨時財政対策債の減 億円

③　地方消費税交付金の増 億円

④　財政調整基金繰入金の減 億円

⑤　減債基金繰入金の減 億円

⑥　市債（借換債）の減 億円

（歳出の主なもの）

①　財政調整基金積立金の増（うち、年度間調整分17.9億円） 億円

②　税外収入還付金の増 億円

③　障害者（児）自立支援事業費の増 億円

④　生活保護扶助費の減 億円

⑤　市債償還元金の減 億円

⑥　投資的経費、経常経費の執行差金、契約差金、不用見込みとなる経費の減額補正

※数値は全て表示単位未満を四捨五入で記載しているため、資料中において一致しない場合がある。

1　補正予算の規模
（単位：千円）

2　歳入歳出補正予算額
（単位：千円）

5.8

501,659 土木費 △ 382,352

県支出金 △ 255,950 消防費 △ 1,203

商工費

国庫支出金

総務費地方消費税交付金 800,000

8.0

△ 5.0

市税 3,070,000 議会費 △ 6,752

歳　　　入 歳　　　出

款

235,515,822 665,817

補正予算額 款 補正予算額

18.2

現在予算額

236,181,639

△ 5.1

58.5

諸収入

合　計 665,817 合　計

△ 256,953

665,817

市債 △ 8,013,793

繰入金 △ 857,495

分担金及び負担金 3,318 労働費 5,268

使用料及び手数料 △ 39,375

地方交付税 5,852,771 衛生費 △ 190,089

△ 888,145

　歳入において、市税が30.7億円の増、実質的な地方交付税が当初予算からの増加分23.0
億円から、これまでの補正財源活用額13.5億円を差し引いた9.5億円の増となり、歳出に
おいて税外収入還付金が12.2億円の増となったものの、そのほか執行差金など、歳入・歳
出全般を決算見込みに基づき整理することにより、収支が40.9億円改善した。
　収支剰余については、年度間の調整のため市税や国庫補助金等の還付金及び交付税で精
算される返還額相当を財政調整基金に17.9億円積み立てるとともに、市債の早期償還20.0
億円を一般財源で対応することで将来の公債費の抑制を行い、子どもの医療費助成の拡充
の財源とするほか、当初予算で計上した財政調整基金からの繰入を3.0億円取りやめる。

78,764

寄付金 121,690 公債費 △ 708,246

△ 4.9

補正予算額

△ 20.0

12.2

△ 49.1
 9.5億円

30.7

（実質的な地方交付税）

△ 3.0

補正後予算額

財産収入 9,945 教育費 △ 131,659

2,890,231

地方特例交付金 △ 270,000 民生費
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3　主な事業（1億円以上の増減のあるもの）
（単位：千円）

11

13 新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金関係事業費 △ 196,697

16 生活保護扶助費

15 地域介護・福祉空間整備等事業費

市営住宅建替等事業費 △ 270,031

17

14

△ 169,835

△ 511,446

△ 491,784

△ 352,908

12 市債利子 △ 196,348

10 保育環境改善事業費 △ 168,650

公害病補償事業費

市債償還金

障害者（児）自立支援事業費

2 税外収入還付金 1,215,000

3

1

№ 事　項 補 正 額

9 介護保険事業費会計繰出金 △ 157,300

6 市営住宅等基金積立金 317,516

7

8
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付関係事
業費

△ 132,046

582,187

特別養護老人ホーム等整備事業費 △ 122,400

1,824,814財政調整基金積立金

5 リサーチコア推進事業費 327,425

4 障害児通所支援等給付費 375,282
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4　繰越明許費の補正

（追　加） （単位：千円）

4 （仮称）健康ふれあい体育館整備事業（民生費） 2,400

1 行政情報化推進事業 53,350

3

21 教材費（小・中・高・幼・特） 105,300

（仮称）健康ふれあい体育館整備事業（教育費） 5,60024

23 サンシビック尼崎予防保全事業（教育費） 57,300

22 各種施設整備事業（中学校） 116,330

19 市営住宅建替等事業 339,474

20 密集市街地道路空間整備事業 48,828

13 庄下川都市基盤河川改修事業 112,258

16 抽水場整備事業 112,004

14 庄下川浄化施設維持管理事業 28,400

15 水路整備事業 27,106

12 居心地よく歩きたくなる駅前空間創出事業 41,200

10 道路橋りょう維持管理事業 268,258

9 公共土木施設情報整備事業 32,076

6 児童ホーム整備事業 13,041

7 動物愛護推進強化事業 46,268

5 保育の量確保事業 414,438

2 サンシビック尼崎予防保全事業（総務費） 22,600

戸籍住民基本台帳事務等関係事業 20,900

№ 事　業　名 補 正 額

8 墓園整備事業 12,320

11 道路橋りょう新設改良事業 198,676

18 公園維持管理事業 188,008

17 （仮称）健康ふれあい体育館整備事業（土木費） 24,043
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5　市債の補正

（変　更） （単位：千円）

限度額

限度額

○　特別会計補正予算（5会計） 千円

1 　国民健康保険事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

一般被保険者療養給付費

国民健康保険事業基金積立金

一般被保険者高額療養費

一般被保険者償還金及び還付加算金

出産育児一時金

審査支払手数料等

2　地方卸売市場事業費（補正1号） 千円

（単位：千円）

市場総務費

3　育英事業費（補正1号）　育英事業費（補正1号） 千円

（単位：千円）

育英事業基金積立金

4 　介護保険事業費（補正2号） 千円

（単位：千円）

第1号被保険者還付金及び還付加算金

高額介護サービス費

審査支払手数料

介護給付費準備基金積立金
包括的支援等事業費
賦課徴収費

介護認定費

介護予防・日常生活支援総合事業費

介護サービス等給付費

5 　後期高齢者医療事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

後期高齢者医療広域連合納付金
保険料還付金

○　企業会計補正予算（1会計） 千円

1　水道事業会計（補正1号） 千円
（単位：千円）

職員給与費

△ 523,971

事　項

△ 20,000

2,579,399

2 29,666

5 △ 5,070
6

№ 補 正 額

№

117,302

№ 事　項 補 正 額

3 146

1

4

7 △ 72,088

8 △ 219,702

9 △ 509,383

1 55,000

△ 11,334

△ 1,175

102,797

102,797

№ 事　業　名 補 正 額
102,797

2
1 116,411

1

891

264,969

補 正 額

№ 補 正 額事　項

1 △ 20,000

55,000

事　項

2 280,919

6 5,567

3 202,057

№ 事　項 補 正 額

1 1,896,820

起　債　の　目　的 補　正　前 補　正　後

地域総合センター整備事業費 268,800 限度額 273,200

都市排水施設整備事業費 198,700 限度額 201,500

2,207,730

5 26,999

4 167,037
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２４号 所 管 総務局企画管理課 

件 名 尼崎市育英事業基金条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎信用金庫及び一般財団法人尼信地域振興財団から受けた寄付金を基に、主に理

工系学部に在籍する大学生を対象とした奨学金事業を実施することに伴い、基金の種

類を追加するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

基金の種類に「あましん」育英資金を追加する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市育英事業基金条例 

改正後 現 行 

（設置） 

第１条 市の育英事業（以下「育英事業」とい

う。）を実施するため、尼崎市育英事業基金（以

下「基金」という。）を設置する。 

２ 削除 

 

 

 

 

（基金の種類及び額） 

第２条 基金の種類は、次のとおりとする。 

   神崎製紙育英資金 

   澤水育英資金 

   「あましん」育英資金 

２ 前項各号に掲げる基金として積み立てる額

は、当該基金の区分に応じ、当該各号に掲げ

る基金に係る育英事業に要する経費に充てる

ための寄付金の額とする。 

（削る） 

 

 

 

 

 

（管理） 

第３条 略 

（基金への編入） 

第４条 基金から生ずる収益は、尼崎市特別会

計育英事業費歳入歳出予算に計上して、当該

収益が生じる基金に編入するものとする。 

（処分） 

第５条 第２条第１項各号に掲げる基金は、そ

れぞれの第１条に規定する設置の目的を達成

するため、市長が必要があると認めるときに

限り、処分することができる。 

（委任） 

（設置） 

第１条 本市における育英事業実施のため、尼

崎市育英事業基金（以下「基金」という。）を

設置する。 

２ 基金の種類及び金額は、次の表のとおりと

する。 

種類 金額 

神崎製紙育英資金 ５００，０００，０００円

澤水育英資金 １００，０００，０００円

（支出目的等） 

第２条 基金から生ずる収入は、学生、生徒等

に対する奨学費に充てるために支出し、その

金額は、毎年度予算で定める。 

 

 

 

 

 

（基金への編入） 

第３条 前条の目的に支出してなお剰余金があ

るときは、基金に編入することができる。 

２ 前項の規定により基金への編入が行われた

ときは、基金の額は、編入額相当額増加する

ものとする。 

（管理） 

第４条 略 

 

 

 

 

（処分） 

第５条 基金は、第２条に規定する奨学費に充

てるため、特に必要があると認めるときに限

り、処分することができる。 

 

（補則） 
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第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、市長が定め

る。 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２５号 所 管 情報公開・統計担当 

件 名 尼崎市公文書の管理等に関する条例について 

内       容 

１ 制定理由 

公文書等の管理に関する法律の趣旨を踏まえ、現在及び将来の市民への説明責任を

果たすため、公文書の作成及び適正な管理並びに歴史資料として重要な公文書（以下

「歴史的公文書」という。）の保存及び利用制度等を定める条例を制定するもの。 

 

２ 主な制定内容 

   目的（第１条） 

市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、健全な民主主義の根幹を支える

市民共有の知的資源として市民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、公文

書の管理等に関する基本的事項を定めることにより、歴史的公文書の適切な保存、

利用等その他の公文書の適正な管理等を図り、もって市政が適正かつ効率的に運営

されるようにするとともに、市政に関する市民の知る権利を尊重し、市の諸活動を

現在及び将来の市民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

   公文書の管理（第４条～第１２条） 

文書等の作成、公文書の整理及び保存等について、実施機関の義務を定める。 

   特定歴史的公文書の保存、利用等（第１３条～第３０条） 

歴史的公文書のうち保存期間満了後も引き続き保存することを決定した文書等

（以下「特定歴史的公文書」という。）について、市長が永久に保存する義務及び

市民等の利用請求権その他利用手続等を定める。 

   尼崎市公文書管理委員会の設置（第３１条～第３８条） 

特定歴史的公文書の利用決定等に係る審査請求、特定歴史的公文書の廃棄及び公

文書の管理等に関する重要な事項について調査審議等させるため、市長の付属機関

として、尼崎市公文書管理委員会を置く。 

   指定管理者等が保有する文書等の管理（第３９条） 

指定管理者等について、その保有する文書等の適正な管理を行うために必要な措

置を講ずるよう努力義務を定める。併せて、指定管理者等においてその保有する文

書等の適正な管理が推進されるよう実施機関が必要な施策を講ずる義務を定める。 

   尼崎市公文書管理制度審議会条例の廃止（付則第２項） 

条例の施行に伴い、尼崎市公文書管理制度審議会条例を廃止する。 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２６号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  子育て世代の消防吏員のキャリア形成を踏まえた消防体制の整備に伴う職員定数

の増員を行うための規定整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

第２条第１項の職員の定数を次の表のとおり改める。 

部局 改正 現行 増減 

消防部局の職員 

 消防職員 
  460   445   15 

  （参考） 

その他改正を行わなかった部局 2,796 2,796   0 

条例定数の総数 3,256 3,241    15 

 

３ 職員定数増減（＋15）の主な内訳 

消防部局（＋15） 

・毎日勤務者による警防（火災・救助・救急）体

制の強化（+4） 

・乖離幅の引き上げ（1％程度→3％程度） 

 

４ 施行期日 

 令和４年４月１日 
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尼崎市職員定数条例 

改正後 現 行 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

   消防部局の職員 

    消防職員 ４６０人 

    消防団員 １，０００人 

       計 １，４６０人 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

   消防部局の職員 

    消防職員 ４４５人 

    消防団員 １，０００人 

       計 １，４４５人 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２７号 所 管 人事課 

件 名 尼崎市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  服務の宣誓の方法について、現行は任命権者等の面前で宣誓書に署名することと

しているが、国から各地方公共団体に対して書面規制や対面規制等の見直しに積極

的に取り組むよう通知がなされ、国及び兵庫県において、服務の宣誓時の対面及び

署名を不要とする省令及び条例の改正が行われたことを踏まえ、本市においても同

様の対応を行うとともに、国及び兵庫県の定めに倣い、天災時等の場合の対応を明

確にするため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   服務の宣誓の方法を「任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前にお

いて第１号様式、第２号様式又は第３号様式による宣誓書に署名」から「その任

命権者が別に定める様式により宣誓書を作成し、これを当該任命権者に提出」に

改める。 

   職務に従事する前に行うものとしている服務の宣誓について、地震、火災、水

害その他これらに類する緊急の事態に対応するため必要があると任命権者が認め

る場合はその限りでない旨の規定を追加する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市職員の服務の宣誓に関する条例 

改正後 現 行 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第３１条（地方公営企業

法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の２

第１１項において準用する場合を含む。）の

規定に基づき、地方公務員法第３条第２項に

規定する一般職に属する市の職員（尼崎市公

営企業管理者を含む。以下「職員」という。）

の服務の宣誓について必要な事項を定める

ものとする。 

（服務の宣誓） 

第２条 新たに職員となった者は、その任命権

者が別に定める様式により宣誓書を作成し、

これを当該任命権者に提出しなければなら

ない。 

 

２ 前項の規定による宣誓書の作成及び提出

は、新たに職員となった者がその職務に従事

する前に行うものとする。ただし、地震、火

災、水害その他これらに類する緊急の事態に

対応するため必要があると任命権者が認め

る場合は、その理由がやんだ後速やかに行え

ば足りる。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、職員の

服務の宣誓について必要な事項は、任命権者

が定める。 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第３１条の規定に基き、

本市職員（以下「職員」という。）の服務の

宣誓に関し、規定することを目的とする。 

 

 

 

 

 

（職員の服務の宣誓） 

第２条 新たに職員となつた者は、任命権者又

は任命権者の定める上級の公務員の面前に

おいて第１号様式、第２号様式又は第３号様

式による宣誓書に署名してからでなければ

その職務を行つてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（権限の委任） 

第３条 この条例に定めるものを除く外、職員

の服務の宣誓に関し必要な事項は、任命権者

が定めることができる。 

 

第１号様式 

第１号様式 

（消防職員及び学校の校長、教員以外の職員） 

宣 誓 書 

 私は、ここに、主権が国民に存することを認

める日本国憲法を尊重し、且つ擁護することを

固く誓います。 

 私は、地方自治の本旨を体するとともに公務
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削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 

 

を民主的且つ能率的に運営すべき責務を深く

自覚し、全体の奉仕者として誠実且つ公正に職

務を執行することを固く誓います。 

   年 月 日 

           職 

氏 名 

 

第２号様式 

第２号様式 

（消防職員） 

宣 誓 書 

 私は日本国憲法及び法律を守護し命令条例

及び規則を尊重することを厳かに宣誓します。 

 私は尼崎市民の奉仕者として良心のみに従

つて誠実且つ公正に消防職務の遂行に当るこ

とを固く誓います。 

   年 月 日 

階級 

氏 名 

 

第３号様式 

第３号様式 

（学校の校長及び教員） 

宣 誓 書 

 私は、ここに、主権が国民に存することを認

める日本国憲法を尊重し、且つ擁護することを

固く誓います。 

 私は地方自治及び教育の本旨を体するとと

もに、公務を民主的且つ能率的に運営すべき責

務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実且つ

公正に職務を執行することを固く誓います。 

   年 月 日 

           職 

氏 名 
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（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２８号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

内       容 

１ 改正理由 

  市内路線バスの運行の効率化やサービス向上のため、「尼崎交通事業振興株式会社」

における課題解決及びガバナンス強化等による事業運営の安定化を目的として、当該

団体に本市職員を派遣することができるようにするための規定の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「法」とい

う。）第１０条第１項に規定する特定法人として「尼崎交通事業振興株式会社」を

加える。 

   法第１０条第１項の規定に基づく特定法人へ本市職員を派遣するため、次の規定

を整備する。 

  ア 特定法人への本市職員の派遣に当たっては、一旦本市を退職し、引き続き特定

法人の役職員として在職した後に、再び本市で採用することとなるところ、再び

本市職員として採用することになる場合など、法の規定により条例で定めること

とされている事項について定める。 

  イ 特定法人への派遣後に本市職員として再度採用された場合の勤務条件につい

ては、特定法人において就いていた業務を公務と、特定法人の業務従事期間を本

市職務の従事期間とみなし、他の職員との権衡上必要と認められる調整を行った

上で定める。 

ウ 本市職員が特定法人への派遣のために本市を退職する場合には退職手当を支

給しないものとするとともに、本市職員として再び採用された者の退職手当の計

算においては先の職員としての在職期間の始期から後の職員としての在職期間

の終期までの期間を本市職員としての引き続いた在職期間とみなす。 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例 

改正後 現 行 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、公益的法人等への一般職

の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１

２年法律第５０号。以下「法」という。）第

２条第１項及び第３項、第５条第１項、第６

条第２項、第９条、第１０条第１項及び第２

項並びに第１２条第１項の規定に基づき、公

益的法人等への職員（地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第３条第２項に規定す

る一般職に属する市の職員をいう。以下同

じ。）の派遣等について必要な事項を定める

ものとする。 

（派遣職員に関する状況等の報告） 

第７条 市長以外の任命権者は、市長が別に定

めるところにより、派遣職員の派遣先団体に

おける処遇の状況、復帰職員の処遇の状況そ

の他市長が必要と認める事項を市長に報告

しなければならない。 

（退職派遣に係る特定法人等） 

第８条 法第１０条第１項の条例で定める株

式会社は、尼崎交通事業振興株式会社とす

る。 

２ 法第１０条第１項の条例で定める職員は、

第２条第２項各号に掲げる職員とする。 

３ 法第１０条第１項の規定により退職派遣

者（職員であった者で同条第２項に規定する

退職派遣者に該当するものをいう。以下同

じ。）であった者を職員として採用する場合

として同条第１項の条例で定める場合は、次

のとおりとする。 

   退職派遣者がその特定法人（法第１０条

第１項に規定する特定法人をいう。以下同

じ。）の役職員の地位を失った場合 

   次に掲げる場合であって、退職派遣者を

引き続きその特定法人の役職員として在

職させることができないとき又は適当で

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、公益的法人等への一般職

の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１

２年法律第５０号。以下「法」という。）第

２条第１項及び第３項、第５条第１項、第６

条第２項並びに第９条の規定に基づき、公益

的法人等への職員（地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第３条第２項に規定する

一般職に属する市の職員をいう。以下同じ。）

の派遣等について必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（報告） 

第７条 任命権者は、市長が定めるところによ

り、派遣職員の派遣先団体における処遇の状

況等及び復帰職員の処遇の状況等を市長に

報告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28



 

ないと認められるとき。 

  ア 退職派遣者がその特定法人の業務に

従事することが法又はこの条例の規定

に適合しなくなった場合 

  イ 法第１０条第１項の取決めに反する

こととなった場合 

  ウ 退職派遣者が、心身の故障のため、そ

の業務の遂行に支障があり、若しくはこ

れに堪えない場合又は長期の休養を要

する場合 

  エ 退職派遣者が刑事事件に関し起訴さ

れた場合 

   公務上の必要その他特別の事由により

退職派遣者であった者を職員として採用

することが必要と認められる場合 

４ 法第１０条第１項の規定により退職派遣

者であった者を職員として採用することが

できない場合として同項の条例で定める場

合は、退職派遣者がその特定法人の業務に従

事すべき期間内に刑法（明治４０年法律第４

５号）その他の法令の規定に違反した場合で

あって、当該退職派遣者が引き続き職員とし

て在職していたならば地方公務員法第２９

条第１項の規定による免職の処分を行うこ

とが適当と認められるときとする。 

５ 法第１０条第２項の条例で定める事項は、

次のとおりとする。 

   退職派遣者のその特定法人における福

利厚生に関する事項 

   退職派遣者のその特定法人の業務への

従事の状況の連絡に関する事項 

（退職派遣後職員の勤務条件） 

第９条 任命権者は、別に定めるところによ

り、法第１０条第１項の規定により採用した

職員（以下「退職派遣後職員」という。）が

退職派遣者としてその特定法人において就

いていた業務（当該業務に係る労働者災害補

償保険法（昭和２２年法律第５０号）第７条
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第２項に規定する通勤を含む。）を公務と、

退職派遣者がその特定法人の業務に従事し

ていた期間を市の職務に従事していた期間

とみなし、他の職員との権衡上必要と認めら

れる調整を行ったうえで、退職派遣後職員の

給与その他の勤務条件を定めなければなら

ない。 

（退職派遣後職員の退職手当の取扱い） 

第１０条 退職派遣後職員（地方公営企業法

（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１

項に規定する企業職員で市が経営する企業

の業務に従事するものを除く。以下この条に

おいて同じ。）に対する尼崎市職員退職手当

支給条例（昭和２４年尼崎市条例第３７号。

以下「退職手当条例」という。）の規定の適

用については、退職派遣後職員が退職派遣者

としてその特定法人において就いていた業

務を公務と、当該業務に係る労働者災害補償

保険法第７条第２項に規定する通勤を公務

に係る通勤とみなす。 

２ 法第１０条第１項の規定により、職員が、

任命権者の要請に応じて特定法人（職員が任

命権者の要請に応じて職員としての退職手

当を支給されないで引き続いて当該特定法

人に使用される者（役員を含む。以下この項

において同じ。）となった場合におけるその

退職手当（これに相当する給付を含む。）の

算定について、先の職員としての勤続期間を

当該特定法人に使用される者としての勤続

期間に通算することと定めているものに限

る。）に使用される者（以下「特定法人役職

員」という。）となるために退職し、かつ、

引き続き特定法人役職員として在職した後

引き続いて職員として採用される場合にお

けるその退職派遣後職員に係る退職手当条

例第１０条第１項の規定による勤続期間の

計算については、先の職員としての在職期間

の始期から後の職員としての在職期間の終
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期までの期間は、職員としての引き続いた在

職期間とみなす。 

３ 前項に規定する勤続期間の計算をする場

合における特定法人役職員としての在職期

間の計算については、市長が別に定める。 

４ 法第１０条第１項の規定により、職員が、

特定法人役職員となるために退職し、引き続

いて特定法人役職員となった場合において

は、その退職については、市長が別に定める

場合を除き、退職手当条例の規定による退職

手当は、支給しない。 

（退職派遣者に関する状況等の報告） 

第１１条 市長以外の任命権者は、市長が別に

定めるところにより、退職派遣者のその特定

法人における処遇の状況、退職派遣後職員の

処遇の状況その他市長が必要と認める事項

を市長に報告しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、任命権者

が、又は市長及び尼崎市公営企業管理者以外

の任命権者が市長と協議して定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、市長が定め

る。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２９号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  現行、離職者に対しては、在職期間中の行為に係る刑事事件に関して逮捕される等

の一定の要件の下で、期末手当及び勤勉手当（以下「期末手当等」という。）の支給

を一時差し止めることができるが、在職者に対しては、同様の処分を行うことはでき

ないこととなっている。 

こうした中で、職員の逮捕が期末手当等の支給日前となり、懲戒処分実施等のいと

まがない場合において、在職者に対しても離職者と同様に、期末手当等を一時的に差

し止められるようにすることで、職員間の不均衡の解消を図るとともに、より市民の

理解を得られるようにするため、規定の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

離職者に対する期末手当等の一時差止制度に準じて、任命権者が、支給日に期末手

当等を支給することとされている在職者が次のいずれかに該当する場合は、期末手当

等の支給を一時差し止めることができる規定を追加する。 

  支給日前日までに、刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪につ

いて禁錮以上の刑が定められているものに限り、略式手続によるものを除く。）を

され、その判決が確定していない場合 

  支給日前日までに、刑事事件に関して、その者が逮捕された場合等であって、そ

の者に対し期末手当等を支給することが、公務に対する信頼を確保し、期末手当等

に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると認める

とき。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市職員の給与に関する条例 

改正後 現 行 

第２１条の２ 次の各号のいずれかに該当す

る者には、前条第１項の規定にかかわらず、

当該各号の基準日に係る期末手当及び勤勉

手当（第４号又は第５号に掲げる者にあって

は、次条第１項又は第２項の規定による支給

の一時差止め（以下「一時差止処分」という。）

の対象となった期末手当及び勤勉手当）は、

支給しない。 

   基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に法第２９条第１項の

規定による免職の処分（以下「懲戒免職処

分」という。）を受けた職員 

   基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に法第１６条各号（第２

号を除く。）のいずれかに該当するに至っ

た職員 

   前２号に掲げる者のほか、基準日前１箇

月以内又は基準日から当該基準日に対応

する支給日の前日までの間に離職した職

員で、その離職した日から当該支給日の前

日までの間に禁錮以上の刑に処せられた

もの 

   次条第１項の規定による支給の一時差

止めを受けた者（当該一時差止めを取り消

された者を除く。）で、当該一時差止めの

対象となった期末手当及び勤勉手当に係

る支給日の前日までの行為に関し懲戒免

職処分を受けたもの 

   一時差止処分を受けた者（当該一時差止

処分を取り消された者を除く。）で、刑事

事件（次条第２項の規定による支給の一時

差止めを受けた者にあっては、その在職期

間中の行為に係るものに限る。同条第５項

（第１号及び第２号を除く。）において同

じ。）に関し禁錮以上の刑に処せられたも

の 

第２１条の３ 任命権者は、支給日に期末手当

第２１条の２ 次の各号のいずれかに該当す

る者には、前条第１項の規定にかかわらず、

当該各号の基準日に係る期末手当及び勤勉

手当（第４号に掲げる者にあっては、その支

給を一時差し止めた期末手当及び勤勉手当）

は、支給しない。 

 

 

   基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に法第２９条第１項の

規定による懲戒免職の処分を受けた職員 

 

   基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に法第２８条第４項の

規定により失職した職員 

 

   基準日前１箇月以内又は基準日から当

該基準日に対応する支給日の前日までの

間に離職した職員（前２号に掲げる者を除

く。）で、その離職した日から当該支給日

の前日までの間に禁錮以上の刑に処せら

れたもの 

 

 

 

 

 

 

   次条第１項の規定により期末手当及び

勤勉手当の支給を一時差し止める処分を

受けた者（当該処分を取り消された者を除

く。）で、その者の在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

れたもの 

 

 

第２１条の３ 
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及び勤勉手当を支給することとされている

職員（当該支給日の前日までに離職した者を

除く。）について次のいずれかに該当する場

合は、当該支給日に係る期末手当及び勤勉手

当の支給を一時差し止めることができる。 

   当該支給日の前日までに、刑事事件に関

して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪

について禁錮以上の刑が定められている

ものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律

第１３１号）第６編に規定する略式手続に

よるものを除く。以下この条において同

じ。）をされ、その判決が確定していない

場合 

   当該支給日の前日までに、刑事事件に関

して、その者が逮捕された場合又はその者

から聴取した事項若しくは調査により判

明した事実に基づきその者に犯罪がある

と思料するに至った場合であって、その者

に対し期末手当及び勤勉手当を支給する

ことが、公務に対する信頼を確保し、期末

手当及び勤勉手当に関する制度の適正か

つ円滑な実施を維持する上で重大な支障

を生ずると認めるとき。 

２ 任命権者は、支給日に期末手当及び勤勉手

当を支給することとされていた職員で当該

支給日の前日までに離職したものについて

次のいずれかに該当する場合は、当該支給日

に係る期末手当及び勤勉手当の支給を一時

差し止めることができる。 

   離職した日から当該支給日の前日まで

の間に、その者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関して、その者が起訴をされ、

その判決が確定していない場合 

 

 

 

 

 

   略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  任命権者は、支給日に期末手当及び勤勉手

当を支給することとされていた職員で当該

支給日の前日までに離職したものが次のい

ずれかに該当する場合は、当該期末手当及び

勤勉手当の支給を一時差し止めることがで

きる。 

   離職した日から当該支給日の前日まで

の間に、その者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関して、その者が起訴（当該起

訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭

和２３年法律第１３１号）第６編に規定す

る略式手続によるものを除く。第４項にお

いて同じ。）をされ、その判決が確定して

いない場合 

   略 
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３ 一時差止処分を行う場合は、書面によりそ

の旨を当該一時差止処分を受けるべき者に

通知するとともに、当該一時差止処分の理由

を記載した説明書を交付しなければならな

い。 

 

 

４ 略 

５ 任命権者は、一時差止処分について、次の

各号のいずれかに該当するに至った場合に

は、速やかに、当該一時差止処分を取り消さ

なければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者が

刑事事件に関し現に逮捕されているときそ

の他これを取り消すことが一時差止処分の

目的に明らかに反すると認めるときは、この

限りでない。 

 

   一時差止処分を受けた者が当該一時差

止処分の理由となった行為に係る刑事事

件に関し禁錮以上の刑に処せられなかっ

た場合で、当該刑事事件に係る判決が確定

した日から起算して３月を経過したとき。 

   一時差止処分を受けた者について当該

一時差止処分の理由となった行為に係る

刑事事件につき公訴を提起しない処分が

あった場合で、当該処分があった日から起

算して３月を経過したとき。 

   一時差止処分を受けた者が刑事事件に

関し起訴をされることなく当該一時差止

処分の対象となった期末手当及び勤勉手

当の基準日から起算して１年を経過した

場合 

６ 略 

７ 市長以外の任命権者は、一時差止処分を行

おうとするときは、あらかじめ、市長と協議

しなければならない。一時差止処分を取り消

した場合も、同様とする。 

２ 前項の規定による期末手当及び勤勉手当

の支給を一時差し止める処分（以下「一時差

止処分」という。）を行う場合は、その旨を

書面で当該一時差止処分を受けるべき者に

通知するとともに、当該一時差止処分の事由

を記載した説明書を交付しなければならな

い。 

３ 略 

４ 任命権者は、一時差止処分について、次の

各号のいずれかに該当するに至った場合に

は、速やかに、当該一時差止処分を取り消さ

なければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者が

その者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関し現に逮捕されているときその他これ

を取り消すことが一時差止処分の目的に明

らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

   一時差止処分を受けた者が当該一時差

止処分の理由となった行為に係る刑事事

件に関し禁錮以上の刑に処せられなかっ

た場合 

 

   一時差止処分を受けた者について、当該

一時差止処分の理由となった行為に係る

刑事事件につき公訴を提起しない処分が

あった場合 

 

   一時差止処分を受けた者がその者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し起

訴をされることなく当該一時差止処分に

係る期末手当及び勤勉手当の基準日から

起算して１年を経過した場合 

５ 略 

６ 任命権者は、一時差止処分を行おうとする

場合は、あらかじめ、市長に通知しなければ

ならない。一時差止処分を取り消した場合

も、同様とする。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第３０号 所 管 中学校給食担当 

件 名 尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例を廃止する条例について 

内       容 

１ 廃止理由 

  中学校弁当推進事業の実施にあたり、必要な業務を適正に履行できる事業者の選定

を行うため、尼崎市教育委員会の付属機関として尼崎市立中学校弁当事業者選定委員

会を設置していたが、令和４年１月の中学校給食事業の開始に伴い、本委員会の設置

が不要となるため、本条例を廃止するもの。 

 

２ 施行期日 

公布の日 

 

37



 

尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例 

現 行 

（設置） 

第１条 尼崎市立中学校における弁当事業（尼崎市立中学校において希望する生徒等に弁当を提

供する事業をいう。）の実施に必要な調理、配送等の業務の委託契約の相手方となるべき事業者

（以下「弁当事業者」という。）の選定に関する事項を調査審議させるため、尼崎市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）の付属機関として、尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員 7人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（1） 学識経験者 

（2） 生徒の保護者の代表者 

（3） 校長 

３ 委員は、弁当事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したときは、解嘱され、又は解任

されるものとする。 

（委員長） 

第３条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

（招集） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、

又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３１号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

ファミリー世帯の定住・転入を促進するとともに、兵庫県内における他都市の状況

を踏まえ、疾病等になった場合でも安心して暮らせ、保健の向上と福祉の増進に繋が

るよう、乳幼児等医療費及びこども医療費助成制度の拡充を行うため、所要の整備を

行うもの。 

 

２ 改正内容 

  乳幼児等医療費助成及びこども医療費助成について、所得制限を廃止する。 

  通院医療費について、所得段階に応じた次の自己負担額となるよう助成する。 

ア 保護者その他子どもを扶養している者すべてが低所得者（非課税者であって、

合計所得金額が８０万円以下）の世帯の小学１年生から中学３年生までを自己負

担額なしとする。 

イ 市民税所得割額が２３．５万円未満の世帯の小学１年生から中学３年生までの

自己負担額を１医療機関等につき１日４００円（１医療機関等あたり月２回を限

度）とする。 

ウ 市民税所得割額が２３．５万円以上の世帯の小学１年生から中学３年生までの

自己負担額を１医療機関等につき１日８００円（１医療機関等あたり月２回を限

度）とする。 

  入院医療費について、所得に関わらず１８歳（年齢到達した最初の３月末日）ま

で、自己負担額なしとする。 

 

３ 施行期日 

 令和４年７月１日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、高齢期移行者、乳児、幼

児、児童、生徒等、身体障害者等及び母子家

庭の母等に対し、医療費の一部を助成するこ

とにより、これらの者の保健の向上に寄与す

るとともに、その福祉の増進を図ることを目

的とする。 

（定義） 

第２条 略 

  生徒等 １２歳に達する日の属する年度

の翌年度の初日から１８歳に達する日の属

する年度の末日までの間にある者をいう。 

（受給資格） 

第３条 略 

  児童又は生徒等 

 

 

 

 

 

 

 

  身体障害者等であって、実施日の属する

年度分の市町村民税の所得割（地方税法第

３２８条の規定により課する所得割を除

く。）の額の算定方法を参酌して規則で定め

る額（以下「所得割の額」という。）が２３

５，０００円未満であるもの 

２ 市長は、前項第１号に該当しない高齢期移

行者、同項第４号に該当しない身体障害者等

又は同項第５号に該当しない母子家庭の母等

について、失業等による収入の著しい減少そ

の他の規則で定める特別の理由があると認め

るときは、規則で定めるところにより、医療

費助成を受けることができる者とすることが

できる。 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、高齢期移行者、乳児、幼

児、児童、生徒、身体障害者等及び母子家庭

の母等に対し、医療費の一部を助成すること

により、これらの者の保健の向上に寄与する

とともに、その福祉の増進を図ることを目的

とする。 

（定義） 

第２条 略 

  生徒 １２歳に達する日の属する年度の

翌年度の初日から１５歳に達する日の属す

る年度の末日までの間にある者をいう。 

（受給資格） 

第３条 略 

  児童又は生徒(以下「児童等」という。)

であって、その保護者その他当該児童等を

扶養している者について実施日の属する年

度分の市町村民税の所得割(地方税法第３

２８条の規定により課する所得割を除く。)

の額の算定方法を参酌して規則で定める額

(以下「所得割の額」という。)を合計した

額が２３５，０００円未満であるもの 

  身体障害者等であって、実施日の属する

年度分の所得割の額が２３５，０００円未

満であるもの 

 

 

 

２ 市長は、前項第１号に該当しない高齢期移

行者、同項第３号に該当しない児童等、同項

第４号に該当しない身体障害者等又は同項第

５号に該当しない母子家庭の母等について、

失業等による収入の著しい減少その他の規則

で定める特別の理由があると認めるときは、

規則で定めるところにより、医療費助成を受

けることができる者とすることができる。 
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（助成額） 

第４条 略 

  略 

ア 略 

(ｱ) 幼児であって、その全ての保護者そ

の他幼児を扶養している者について実

施日の属する年度分の所得割の額を合

計した額が２３５，０００円未満であ

るもの 被保険者等負担額 

 

(ｲ) (ｱ)に掲げる幼児以外の幼児 被保

険者等負担額から、同一の月に同一の

保険医療機関等について２回を限度と

して、保険医療機関等ごとに１日につ

き８００円を控除した額 

 

イ 入院療養である場合 被保険者等負担 

 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  略 

ア 略 

(ｱ) 児童であって、その保護者等（児童

の保護者その他児童を扶養している者

をいう。以下この号において同じ。）が

いずれも低所得者に該当するもの 被

保険者等負担額 

（助成額） 

第４条 略 

  略 

ア 略 

(ｱ) 幼児であって､その保護者その他当

該幼児を扶養している者について実施

日の属する年度分の所得割の額を合計

した額が２３５，０００円未満である

もの(以下｢全部助成対象幼児｣とい

う｡) 被保険者等負担額 

(ｲ) (ｱ)に掲げる幼児以外の幼児(以下

｢一部助成対象幼児｣という｡) 被保険

者等負担額から､同一の月に同一の保

険医療機関等について２回を限度とし

て､保険医療機関等ごとに１日につき

８００円を控除した額 

イ 入院療養である場合 次に掲げる幼児

の区分に応じ、当該(ｱ)又は(ｲ)に定める

額 

(ｱ) 全部助成対象幼児 被保険者等負

担額 

(ｲ) 一部助成対象幼児 被保険者等負

担額から、同一の月に同一の保険医療

機関等について３，２００円を限度と

して、入院療養につき医療保険各法の

規定により算定された医療に要する費

用の額の１００分の１０に相当する額

（保険医療機関等において引き続き４

月以上入院した場合におけるその４月

以後の月分については、０円）を控除

した額 

  略 

ア 略 
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(ｲ) (ｱ)に掲げる児童以外の児童 被保

険者等負担額から、同一の月に同一の

保険医療機関等について２回を限度と

して、保険医療機関等ごとに１日につ

き８００円（その全ての保護者等につ

いて実施日の属する年度分の所得割の

額を合計した額が２３５，０００円未

満である場合は、４００円）を控除し

た額 

    削除 

 

 

 

 

  生徒等 次に掲げる区分に応じ、当該ア

又はイに定める額 

ア 入院療養以外の対象医療である場合  

次に掲げる生徒等の区分に応じ、当該

(ｱ)、(ｲ)、又は(ｳ)に定める額 

(ｱ) １５歳に達する日の属する年度の

末日までの間にある生徒等であって、

その保護者等（生徒等の保護者その他

生徒等を扶養している者をいう。以下

この号において同じ。）がいずれも低所

得者に該当するもの 被保険者等負担

額 

(ｲ) １５歳に達する日の属する年度の

末日までの間にある生徒等（(ｱ)に掲げ

る生徒等を除く。） 被保険者負担額か

ら、同一の月に同一の保険医療機関等

について２回を限度として、保険医療

機関等ごとに 1 日につき８００円（そ

の全ての保護者等について実施日の属

する年度分の所得割の額を合計した額

が２３５，０００円未満である場合は、

４００円）を控除した額 

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)に掲げる生徒等以外の

生徒等 ０円 

(ｱ) ９歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある児童 被保険者等負

担額から、同一の月に同一の保険医療

機関等について２回を限度として、保

険医療機関等ごとに１日につき８００

円（その保護者その他当該児童を扶養

している者がいずれも低所得者に該当

する場合は、６００円）を控除した額 

 

(ｲ) (ｱ)に掲げる児童以外の児童 被保

険者等負担額に３分の１を乗じて得た

額(その額に１円未満の端数があると

きは、これを切り捨てる。次号アにお

いて同じ。) 

  生徒 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

ア 入院療養以外の対象医療である場合  

被保険者等負担額に３分の１を乗じて得

た額 
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３ 第１項第３号ア(ｲ)、第４号ア(ｲ)、第５号

ア(ｲ)又は第６号（同項第７号の規定によりそ

の例によることとされる場合を含む。次項に

おいて同じ。）に掲げる被保険者等負担額から

控除する額が被保険者等負担額を超えるとき

は、当該控除する額は被保険者等負担額とす

る。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一の

保険医療機関等が行う場合における第１項第

３号ア(ｲ)、第４号ア(ｲ)、第５号ア(ｲ)及び第

６号の規定の適用については、これらの診療

をそれぞれ別の保険医療機関等が行ったもの

とみなす。 

６ 市長は、受給資格を有する高齢期移行者、

幼児、児童、生徒等、身体障害者等又は母子

家庭の母等について、失業等による収入の著

しい減少その他の規則で定める特別の理由が

あると認めるときは、第１項の規定にかかわ

らず、被保険者等負担額を助成することがで

きる。 

３ 第１項第３号ア(ｲ)若しくはイ(ｲ)、第４号

ア(ｱ)又は第６号（同項第７号の規定によりそ

の例によることとされる場合を含む。次項に

おいて同じ。）に掲げる被保険者等負担額から

控除する額が被保険者等負担額を超えるとき

は、当該控除する額は被保険者等負担額とす

る。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一の

保険医療機関等が行う場合における第１項第

３号ア(ｲ)及びイ(ｲ)、第４号ア(ｱ)並びに第６

号の規定の適用については、これらの診療を

それぞれ別の保険医療機関等が行ったものと

みなす。 

６ 市長は、受給資格を有する高齢期移行者、

幼児（一部助成対象幼児に限る。）、児童、生

徒、身体障害者等又は母子家庭の母等につい

て、失業等による収入の著しい減少その他の

規則で定める特別の理由があると認めるとき

は、第１項の規定にかかわらず、被保険者等

負担額を助成することができる。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３２号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 
尼崎市立身体障害者福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  尼崎市教育・障害福祉センターへの機能移転を進めている尼崎市立身体障害者福祉

会館について、改修工事完了後の移転に合わせて、位置及び使用料の変更等を行うも

の。 

 

２ 主な改正内容 

   位置 

「尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号」から「尼崎市三反田町１丁目１番１号」に改

める。 

  使用料 

  現行の尼崎市立身体障害者福祉会館の使用料を基に、移転後の尼崎市立身体障害

者福祉会館の使用料を設定する。 

  その他 

   施設を汚損させる行為等の禁止事項及び利用の許可等について条例規定に追加

するほか、利用時間等に係る事項について、規則規定から条例規定に改める。 

 

３ 施行期日 

   令和４年８月１日 
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尼崎市立身体障害者福祉会館の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

（設置） 

第２条 略 

（位置） 

第３条 会館の位置は、尼崎市三反田町１丁目

１番１号とする。 

（利用時間等） 

第４条 会館の利用時間及び休館日は、規則で

定める。ただし、市長が特別の理由があると

認めるときは、利用時間若しくは休館日を変

更し、又は臨時に会館の全部若しくは一部の

供用を停止することができる。 

（利用の許可等） 

第５条 略 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、前項の許可（以下「利用許可」

という。）をしないことができる。 

  営利を目的として利用するおそれがある

とき。 

  公の秩序、善良の風俗その他公益を害す

るおそれがあるとき。 

  会館の施設又は設備その他の物件（以下

「付属設備」という。）を汚損し、毀損し、

又は滅失させるおそれがあるとき。 

  その他会館の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第６条 会館の利用は、無料とする。ただし、

市長は、必要があると認めるときは、利用許

可を受けた者（以下「利用者」という。）から

別表に定める使用料を徴収することができ

る。 

２ 既納の使用料は、還付しない。ただし、規

則で定める特別の理由があると認めるとき

は、この限りでない。 

（禁止行為） 

第７条 会館においては、次に掲げる行為をし

てはならない。 

（設置） 

第１条の２ 略 

（位置） 

第２条 会館の位置は、尼崎市稲葉荘３丁目９

番２６号とする。 

 

 

 

 

 

 

（利用の許可） 

第３条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用料） 

第４条 会館の利用は、無料とする。ただし、

市長は、必要があると認めるときは、前条の

許可（以下「利用許可」という。）を受けた者

（以下「利用者」という。）から別表に定める

使用料を徴収することができる。 
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  会館の施設若しくは付属設備を汚損し、

毀損し、若しくは滅失させ、又はこれらの

おそれがある行為 

  その他規則で定める行為 

（利用許可の取消し等） 

第８条 略 

（原状回復義務等） 

第９条 自己の責めに帰すべき事由により会館

の施設又は付属設備を汚損し、毀損し、又は

滅失させた者は、直ちに、これを原状に回復

し、又はその損害を賠償しなければならない。 

 

第１０条～第１５条 略 

別表 

区分 使用料（1室につき） 

午前 9 時か

ら午後 0 時

まで 

午後 1 時か

ら午後 5 時

まで 

午後 6 時か

ら午後 9 時

まで 

大ホール 890 円 1,180 円 1,780 円

会議室 280 円 280 円 590 円

削除 削除 削除 削除

摘要 本市内に住所を有しない者（本市内に存

する学校等に通学し、又は本市内に勤務場所

を有する者を除く。）（法人等にあっては、本

市内に事務所又は事業所を有しないもの）が

利用する場合の使用料の額は、利用許可を受

けた利用時間及びこれに係るこの表の右欄

に掲げる額で算定された額に 100 分の 150 を

乗じて得た額とする。 
 

 

 

 

 

（利用許可の取消し等） 

第５条 略 

（原状回復義務等） 

第６条 自己の責めに帰すべき事由により会館

の施設又は設備その他の物件（以下「付属設

備」という。）を汚損し、毀損し、又は滅失さ

せた者は、直ちに、これを原状に回復し、又

はその損害を賠償しなければならない。 

第７条～第１２条 略 

別表 

区分 使用料 

午前 9 時か

ら午後 0 時

まで 

午後 1 時か

ら午後 5 時

まで 

午後 6 時か

ら午後 9 時

まで 

大ホール 810 円 1,080 円 1,620 円

会議室 260 円 260 円 540 円

和室 540 円 810 円 1,080 円

摘要 本市内に住所を有しない者（本市内に存

する学校等に通学し、又は本市内に勤務場所

を有する者を除く。）（法人その他の団体にあ

っては、本市内に事務所又は事業所を有しな

いもの）が利用する場合の使用料の額は、利

用許可を受けた利用時間及びこれに係るこ

の表の右欄に掲げる額で算定された額に 100

分の 150 を乗じて得た額とする。 
 

 

47



48



（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３３号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎市食品衛生に関する条例において、営業許可を受けた者が、営業許可証を紛失

等した場合における再交付手続を義務化する規定を新設することに伴い、営業許可証

の再交付に係る手数料を追加するため、規定の整備を行うもの。 

また、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律が制定されたことに伴い、本

市の事務として「輸出証明書の発行」及び「適合施設の認定の審査」を行う必要が生

じたことにより、これらの事務に係る手数料を追加するため、規定の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

  次に掲げる手数料の規定を追加する。 

  食品衛生法に基づく営業の許可に係る許可証の再交付 １件 １，０００円 

  農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に基づく次に掲げる事務 

ア 輸出証明書の交付 １件 ８７０円 

イ 適合施設（規則で定めるものに限る。）の認定の申請に対する審査 １件 ２

０，９００円 

ウ イに規定する適合施設以外の適合施設の認定の申請に対する審査 １件 １

０，４００円 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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尼崎市保健衛生関係事務手数料条例 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 

 の２ 食品衛生法第５５条第１項の規定に

基づく営業の許可に係る営業許可証の再交

付 １件 １，０００円 

  農林水産物及び食品の輸出促進に関する

法律（令和元年法律第５７号。以下この号

において「法」という。）に基づく次に掲

げる事務 

ア 法第１５条第１項に規定する輸出証明

書の交付 １件 ８７０円 

  イ 法第１７条第１項に規定する適合施設

（以下この号において「適合施設」とい

う。）で規則で定めるものの認定の申請

に対する審査 １件 ２０，９００円 

ウ イに規定する適合施設以外の適合施設

の認定の申請に対する審査 １件 １

０，４００円 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３４号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市食品衛生に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎市食品衛生に関する条例において、営業の許可をしたときに交付する営業許可

証については、営業者に対し営業施設の公衆の見やすい場所に掲示する義務を課して

いるが、営業者が営業許可証を紛失した場合の再交付制度は設けていなかった。 

こうした中で、昨今の新型コロナウイルス感染症の影響により、政府等が実施する

営業者に対する支援制度等の利用手続に必要な書類として、尼崎市手数料条例に基づ

く営業に関する証明書の発行件数が大幅に増加しており、その対応をする中で、営業

許可証の紛失事例が多数確認されたことを踏まえ、適切に掲示義務を履行させるとい

った観点から、営業許可証の再交付制度を設けるため、規定の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

営業許可を受けた者が、営業許可証を紛失等した場合における再交付手続を義務化

する規定を追加する。 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 

51



 

尼崎市食品衛生に関する条例 

改正後 現 行 

（営業許可証） 

第４条 市長は、法第５５条第１項の許可（以

下「営業許可」という。）をしたときは、当該

営業許可を申請した者に営業許可証を交付す

るものとする。 

２ 許可営業者は、営業許可証を紛失し、又は

著しく損傷し、若しくは汚損したときは、速

やかに、その旨を市長に届け出て、営業許可

証の再交付を受けなければならない。 

３ 許可営業者は、その保有する営業許可証を

その営業の施設の公衆の見やすい場所に掲示

しなければならない。 

 

４ 略 

（営業許可証） 

第４条 市長は、法第５５条第１項に規定する

許可（以下「営業許可」という。）をしたとき

は、営業許可を申請した者に営業許可証を交

付するものとする。 

 

 

 

 

２ 営業許可を受けた者は、前項の規定により

交付された営業許可証（以下「営業許可証」

という。）をその営業の施設の公衆の見やすい

場所に掲示しなければならない。 

３ 略 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３５号 所 管 観光振興課 

件 名 
尼崎市立城内地区自動車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例について 

内       容 

１ 改正理由 

昨今の新型コロナウイルス感染症の影響による生活様式の変化や行動の制限等か

ら、本市の観光振興にも大きく影響しており、その中でも、尼崎市立城内地区自動車

駐車場の稼働率は特に低い水準で推移している。 

加えて、阪神尼崎駅周辺にある民間駐車場の料金設定と比較しても当該駐車場の料

金設定が高いことも、利用を阻む要因になっていると考えられる。 

これらを踏まえ、更なる利便性の向上を図る観点から、尼崎市立城内地区自動車駐

車場の駐車料金の額を改定するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

別表中、大型自動車以外の駐車料金の額を次のとおり改める。 

 車両区分 時間区分 料金の額（１回につき） 

現 行 大型自動車以外  ３０分につき２００円 

※駐車当日における上限額は１，２００円 

改正後 大型自動車以外 ８時から 

２０時まで 

３０分につき１００円 

※駐車当日における上限額は６００円 

２０時から 

８時まで 

６０分につき１００円 

※駐車当日における上限額は４００円 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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尼崎市立城内地区自動車駐車場の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

自動車種

別 

時間区分 料金（１回１台につ

き） 

大 型 自 動

車 以 外 の

対 象 自 動

車 

午前８時

から午後

８時まで 

利用時間３０分に

つき１００円（その

合計額が６００円

を超える場合にあ

っては、６００円） 

午後８時

から翌日

の午前８

時まで 

利用時間６０分に

つき１００円（その

合計額が４００円

を超える場合にあ

っては、４００円） 

大 型 自 動

車 

 利用時間６０分に

つき１，０００円 

摘要 

１ 大型自動車以外の対象自動車に係る料

金は、利用に係る時間区分（２４時間を

超えて利用する場合における同一の時間

区分における利用は、異なる時間区分に

おける利用とする。以下同じ。）ごとに算

定するものとし、当該対象自動車に係る

利用が２以上の時間区分にわたる場合に

おける料金の額は、それぞれの時間区分

における料金の額の合計額とする。この

場合において、一の時間区分における利

用時間が３０分（午後８時から翌日の午

前８時までの時間区分にあっては、６０

分。以下摘要１において同じ。）に満たな

いとき又は当該利用時間に３０分に満た

ない端数の時間があるときは、これらを

３０分とする。 

２ 次に掲げる駐車場の利用に係る料金の

算定方法については、摘要１の規定にか

かわらず、市長が別に定める。 

  大型自動車以外の対象自動車につい

別表 

区分 料金 

大型自動車以外

の対象自動車 

駐車時間３０分につき２

００円（その合計額が１，

２００円を超える場合に

あっては、１，２００円） 

大型自動車 
駐車時間６０分につき

１，０００円 

摘要 駐車時間が３０分（大型自動車にあっ

ては、６０分。以下同じ。）に満たないと

き又は駐車時間に３０分に満たない端数

の時間があるときは、これらを３０分とす

る。 

備考 「駐車時間」とは、対象自動車を駐車

場に入庫させた時刻（以下「入庫時刻」と

いう。）から当該対象自動車を駐車場から

出庫させた時刻（以下「出庫時刻」という。）

までの時間（２日以上にわたり駐車場を利

用した場合は、対象自動車を駐車場に入庫

させた日にあっては入庫時刻から午後１

２時までの時間、当該対象自動車を駐車場

から出庫させた日にあっては午前０時か

ら出庫時刻までの時間、これらの日以外の

日にあってはそれぞれ午前０時から午後

１２時までの時間のそれぞれの時間）をい

う。 
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て、午後５時から午後８時までの間に

駐車場に入庫させ、かつ、同時刻以後

に駐車場から出庫させる場合における

その入庫させたときからその入庫させ

た日の翌日の午前８時（同時刻前に駐

車場から出庫させたときは、その出庫

させたとき）までの間の駐車場の利用 

  大型自動車以外の対象自動車につい

て、午前４時から午前８時までの間に

駐車場に入庫させ、かつ、同時刻以後

に駐車場から出庫させる場合における

その入庫させたときからその入庫させ

た日の午後８時（同時刻前に駐車場か

ら出庫させたときは、その出庫させた

とき）までの間の駐車場の利用 

３ 大型自動車にあっては、利用時間が６

０分に満たないとき又は利用時間に６０

分に満たない端数の時間があるときは、

これらを６０分とする。 
 

 

55



56



（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３６号 所 管 公営企業局企画管理課 

件 名 
地方公営企業法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない資

産の取得及び処分等に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

本条例に規定する予算で定めなければならない地方公営企業の用に供する資産の

取得及び処分に係る予定価格について、「尼崎市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分を定める条例」に規定する議会の議決に付すべき財産の取得及び処分

に係る予定価格を参考に金額の見直しを行うため、所要の整備を行うもの。 

また、本条例に規定する地方公営企業の業務に関して議会の議決を経なければなら

ないものについて、市長が議会の議決に付すべき基準を参考に取扱いの見直しを行う

ため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   題名を「尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び処

分等を定める条例」に改める。 

   予算で定める地方公営企業の用に供する資産の取得及び処分に係る予定価格に

ついて、「３０，０００，０００円以上」を「６０，０００，０００円以上」に改

める。 

   議会の議決を経なければならない事項に、「目的物の価格が３，０００，０００

円を超える調停」を追加する。 

   議会の議決を経なければならない法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定

に係る金額について、「２，０００，０００円を超えるもの」を「３，０００，０

００円を超えるもの」に改める。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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地方公営企業法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない資産の取得及び処分等

に関する条例 

改正後 現 行 

（題名） 

尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する

重要な資産の取得及び処分等を定める条例 

 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。

以下「法」という。）に基づき予算で定めるべ

き公営企業（法に基づき市が経営する企業を

いう。以下同じ。）の用に供する重要な資産の

取得及び処分その他法の施行について必要な

事項を定めるものとする。 

（予算で定めるべき重要な資産の取得及び処

分） 

第２条 法第３３条第２項の条例で定める重要

な資産の取得及び処分は、不動産若しくは動

産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場

合を除き、土地については、その面積が１件

５，０００平方メートル以上であるものに係

るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の

買入れ若しくは譲渡で、その予定価格（適正

な対価を得てする売払い以外の方法による譲

渡にあつては、その適正な見積価額）が６０，

０００，０００円以上であるものとする。 

 

 

（尼崎市議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第３条 法第３４条において読み替えて準用す

る地方自治法（昭和２２年法律第６７号第２

４３条の２の２第８項の条例で定める場合

は、法第１５条第１項に規定する企業職員で

公営企業の業務に従事するものの賠償責任に

係る賠償額が２００，０００円以上である場

合とする。 

（尼崎市議会の議決を経るべき不服申立て等） 

（題名） 

地方公営企業法第３３条第２項の規定により予

算で定めなければならない資産の取得及び処分

等に関する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

（重要な資産の取得及び処分） 

 

第１条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号。以下「法」という。）第３３条第２項

の規定により予算で定めなければならない資

産の取得及び処分は、不動産若しくは動産の

買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を

除き、土地については、その面積が１件５，

０００平方メートル以上のものに係るものに

限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若

しくは譲渡でその予定価格（適正な対価を得

てする売払い以外の方法による譲渡にあつて

は、その適正な見積価額）が３０，０００，

０００円以上のものとする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第２条 法第３４条において読み替えて準用す

る地方自治法（昭和２２年法律第６７号第２

４３条の２の２第８項の規定により職員の賠

償責任の免除について議会の同意を得なけれ

ばならない場合は、当該賠償責任に係る賠償

額が２００，０００円以上である場合とする。 

 

（議会の議決を要する不服申立て等） 
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第４条 法第４０条第２項の条例で定める事項

は、次のとおりとする。 

 

  略 

  訴えの提起でその訴訟物の価額が３，０

００，０００円を超えるもの。 

  和解及び調停でその目的物の価額が３，

０００，０００円（交通事故に係るものに

あつては、自動車損害賠償保障法（昭和３

０年法律第９７号）に規定する保険金額の

最高額）を超えるもの 

  法律上市の義務に属する損害賠償の額の

決定で当該決定に係る金額が３，０００，

０００円（交通事故に係るものにあつては、

自動車損害賠償保障法に規定する保険金額

の最高額）を超えるもの 

（業務状況説明書類の提出等） 

第５条 尼崎市公営企業管理者（以下「管理者」

という。）は、法第４０条の２第１項の規定に

基づき、毎事業年度４月１日から９月３０日

までの公営企業の業務の状況を説明する書類

を１１月３０日までに、１０月１日から３月

３１日までの公営企業の業務の状況を説明す

る書類を５月３１日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

 

 

 

２ 前項の公営企業の業務の状況を説明する書

類（以下「業務状況説明書類」という。）には、

その期間における次の各号に掲げる事項を掲

載するものとする。 

 ～  略 

  その他公営企業の業務の状況を説明する

ために必要な書類 

３ 管理者は、天災その他やむを得ない事情に

より業務状況説明書類をそれぞれ第１項に規

定する期限までに市長に提出することができ

第３条 法第４０条第２項の規定により議会の

議決を経なければならない事項は、次の各号

に掲げるとおりとする。 

  略 

  訴えの提起でその訴訟物の価額が３，０

００，０００円をこえるもの。 

  和解でその目的物の価額が３，０００，

０００円（交通事故に係るものにあつては、

自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第

９７号）に規定する保険金額の最高の額）

をこえるもの 

  法律上市の義務に属する損害賠償の額の

決定で当該決定に係る金額が２，０００，

０００円（交通事故に係るものにあつては、

自動車損害賠償保障法に規定する保険金額

の最高の額）をこえるもの 

（水道事業等の業務状況説明書類の提出等） 

第４条 尼崎市公営企業管理者（以下「管理者」

という。）は、法第４０条の２第１項の規定に

基づき、毎事業年度４月１日から９月３０日

までの尼崎市水道事業、尼崎市工業用水道事

業、尼崎市下水道事業及び尼崎市モーターボ

ート競走事業（以下「水道事業等」という。）

の業務の状況を説明する書類を１１月３０日

までに、１０月１日から３月３１日までの水

道事業等の業務の状況を説明する書類を５月

３１日までに市長に提出しなければならな

い。 

２ 前項の水道事業等の業務の状況を説明する

書類（以下「業務状況説明書類」という。）に

は、その期間における次の各号に掲げる事項

を掲載するものとする。 

 ～  略 

  その他業務の状況を説明するに必要な書 

 類 

３ 管理者は、天災その他やむを得ない事情に

より水道事業等の業務状況説明書類をそれぞ

れ第１項に規定するその提出期限までに市長
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なかつた場合は、当該期限後できるだけ速や

かに、これを市長に提出しなければならない。 

 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による業務

状況説明書類の提出があったときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

 

に提出することができなかつた場合は、当該

期限後できるだけ速やかに、これを市長に提

出しなければならない。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による水道

事業等の業務状況説明書類の提出があったと

きは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第３７号 所 管 住宅管理担当 

件 名 尼崎市営住宅等基金条例について 

内       容 

１ 制定理由 

市営住宅事業においては、近年、公債費の償還額の減等により、剰余金が発生して

いる一方で、今後、建て替えや老朽化による維持補修など整備費の増大が見込まれる

状況にあることから、これらの事業を計画的かつ継続的に実施していくため、新たに

基金を設置し、毎年度の市営住宅事業で生じた収支の剰余や不足を調整し、翌年度以

降の市営住宅等の整備や管理に必要な財源を確保することを目的として、地方自治法

第２４１条の規定に基づく尼崎市営住宅等基金を設置するための条例を制定するも

の。 

 

２ 主な制定内容 

  基金の額（第２条） 

基金として積み立てる額について、毎年度一般会計歳入歳出予算で定める額とす

る。 

  管理（第３条） 

基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管することを義務付けるとともに、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができることとする。 

  処分（第５条） 

基金は、市営住宅等の整備及び管理に要する経費の財源を確保するという設置の

目的を達成するため、市長が必要があると認めるときに限り、処分することができ

ることとする。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３８号 所 管 公園計画・21世紀の森担当 

件 名 尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  都市公園法施行令第８条第１項において、都市公園に設ける運動施設の敷地面積の

総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合（以下「運動施設率」という。）は、１

００分の５０を参酌して当該都市公園を設置する地方公共団体の条例で定める割合

を超えてはならないと規定されており、本市においては、記念公園は１００分の６０、

芦原公園は１００分の７０、西向島公園は１００分の９０、これら以外の公園は１０

０分の５０と規定している。 

こうした中で、小田南公園において阪神電気鉄道株式会社が整備する野球場等の運

動施設について、負担付きの寄附を市が受納することに伴い、当該公園の運動施設率

を設定するため、所要の整備を行うもの。 

  

２ 改正内容 

  都市公園の運動施設率を定める第１条の３第３項に、小田南公園については、「１

００分の７０」とする規定を追加する。 

  

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市都市公園条例 

改正後 現 行 

（公園施設の設置の基準） 

第１条の３ 

３ 略 

  記念公園 １００分の６０ 

 

  西向島公園 １００分の９０ 

  芦原公園 １００分の７０ 

  小田南公園 １００分の７０ 

  前各号に掲げる公園以外の公園 １００

分の５０ 

（公園施設の設置の基準） 

第１条の３ 

３ 略 

  記念公園 １００分の６０ 

  芦原公園 １００分の７０ 

  西向島公園 １００分の９０ 

 

 

  前各号に掲げる公園以外の公園 １００

分の５０ 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３９号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 
尼崎市消防団員の定員、任用、給与及び服務等に関する条例の一部を改正する

条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  消防団の団員数が全国的に減少している事態を踏まえ、国において消防団員確保の 

ための年額報酬の増額及び出動報酬制度の創設などの改善案が示されたことから、本

市においても、消防団員の処遇改善を図るため、所要の整備を行うもの。 

  また、禁錮刑以上の刑に処せられた者に対し、地方公務員法の規定を踏まえた欠格 

事項及び失格事項に係る規定を設けるため、所要の整備を行うもの。 
 

２ 改正内容 

  年額報酬の増額 

年額報酬の額を次のとおり改正し、年額報酬を１０％削減する旨を規定した本則

付則を削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出動報酬の創設 

災害活動のため出動したとき、大規模災害に従事したとき及び警戒活動等の災害

活動以外の業務に従事したときに区分し、区分ごとに単価を規定する。 

  欠格事項及び失格事項に係る条項の追加 

 ア 欠格条項に「その執行を受けることがなくなるまでの者」を加える。 

  イ 失格条項に「禁錮以上の刑に処せられたとき」を加える。 
 

３ 施行期日 

令和４年４月１日 

区分 報酬の額（改正後） 報酬の額（現行） 

１ 団長 年額 150,000 円  年額 150,000 円 

２ 副団長 年額  87,000 円 年額  87,000 円 

３ 分団長 年額  64,000 円 年額  64,000 円 

４ 副分団長 年額  54,000 円 年額  54,000 円 

５ 部長 年額  46,000 円 年額  46,000 円 

６ 班長 年額  38,000 円 年額  38,000 円 

７ 機関員 年額  37,000 円 年額  28,000 円 

８ 連絡員 年額  36,500 円 年額  27,000 円 

９ その他の団員 年額  36,000 円 年額  26,000 円 
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尼崎市消防団員の定員、任用、給与及び服務等に関する条例 

改正後 現 行 

（欠格事項） 

第４条 略 

  禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

わった日から２年を経過しない者又はその

執行を受けることがなくなるまでの者 

（失格事項） 

第５条 略 

   禁錮以上の刑に処せられとき。 

（報酬及び実費弁償） 

第７条 団員には、この条に定めるところによ

り、年額報酬及び出動報酬を支給する。 

２ 年額報酬は、半期（４月１日から９月３０

日までの期間及び１０月１日から翌年の３月

３１日までの期間の各期間をいう。以下同

じ。）ごとに、別表第１に定める額の半額を支

給する。ただし、半期の中途において次のい

ずれかに該当する場合は、当該半期分として

支給する額は、同表に定める額について月割

により計算した額とする。 

  新たに団員となり、又は団員が退職した

場合 

  団員について別表第１の左欄に掲げる区

分に異動があった場合 

３ 前項ただし書の規定による月割による計算

の方法は、規則で定める。 

４ 出動報酬は、半期ごとに、当該半期におけ

る実績に基づき別表第２の規定により計算し

た額を支給する。 

５ 第２項の規定により年額報酬を支給する日

及び前項の規定により出動報酬を支給する日

は、規則で定める。 

（費用弁償） 

第７条の２ 団員が公務のために旅行したとき

は、その費用弁償として、任命権者が市長と

協議して定める額（団長にあっては、市長が

別に定める額）を地方公務員法（昭和２５年

（欠格事項） 

第４条 略 

  禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

わった日から２年を経過しない者 

 

（失格事項） 

第５条 略 

 

（報酬及び実費弁償） 

第７条 団員の報酬は、別表のとおりとする。 

 

２ 団員が公務のため旅行したときは、その費

用弁償として、任命権者が市長と協議して定

める額を市職員の例により支給する。 
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法律第２６１号）第３条第２項に規定する一

般職に属する市の職員の例により支給する。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、規則で定

める。 

付 則 

５ 削除 

 

 

 

 

 

 

別表第１ 

区  分 報酬の額 

１ 団長 年額 150,000 円 

２ 副団長 年額  87,000 円 

３ 分団長 年額  64,000 円 

４ 副分団長 年額  54,000 円 

５ 部長 年額  46,000 円 

６ 班長 年額  38,000 円 

７ 機関員 年額  37,000 円 

８ 連絡員 年額  36,500 円 

９ その他の団員 年額  36,000 円 

備考 

１ 「機関員」とは、尼崎市消防団において使

用する車両の運転等を担当する団員で、団長

が指定するものをいう。 

２ 「連絡員」とは、災害時における団員間の

指示の連絡等を担当する団員で、団長が指定

するものをいう。 

別表第２ 

種  別 報酬の額 

単位 単価 

１ 災害活動のため

出動したとき（第２

項に該当する場合

回 1,000 円

（災害活動

に従事した

 

 

（委任） 

第１４条 この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。 

 

付 則 

５ 当分の間、団員に支給する報酬の額は、そ

れぞれ別表の右欄に掲げる報酬の額に１００

分の９０を乗じて得た額（その額に５００円

未満の端数があるときはこれを切り捨て、５

００円以上１，０００円未満の端数があると

きはこれを１，０００円に切り上げる。）とす

る。 

別表 

区分 報酬の額 

団長 年額 150,000 円 

副団長 年額  87,000 円 

分団長 年額  64,000 円 

副分団長 年額  54,000 円 

部長 年額  46,000 円 

班長 年額  38,000 円 

機関員（１分団につき２

人あてとする。） 

年額  28,000 円 

連絡員（１分団につき２

人あてとする。） 

年額  27,000 円 

その他の団員 年額  26,000 円 

備考 支給方法は、年額を２等分し、前期分（４

月から９月まで）を９月末日に、後期分（前

年１０月から３月まで）を３月末日に支給す

る。ただし、在職６月に満たない者について

は、月割計算により計算した額を支給する。 
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を除く。）。 場合にあっ

ては、4,000

円（出動か

ら帰着まで

の時間が３

時間を超え

る場合にあ

っ て は 、

8,000 円）） 

２ 災害活動（大規模

災害に係るものに

限る。）に従事した

とき。 

日 8,000 円 

３ 警戒活動、訓練、

広報業務その他の

災害活動以外の業

務に従事したとき。 

回 1,000 円 

備考 

１ 「災害活動」とは、災害時に行う消火活動、

救助活動、救急活動その他の活動をいう。 

２ 「大規模災害」とは、災害救助法施行令（昭

和２２年政令第２２５号）第１条第１項各号

のいずれかに該当する災害をいう。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４０号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 尼崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

４０号）の制定により、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律が改正さ

れ、年金受給権を担保として小口の資金の貸付けを行う年金担保貸付事業が廃止され

たため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

  条例第３条第２項中、「傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を

受ける権利を株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に担保に供する

ことができる」旨の規定を削除する。 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月 1日 
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尼崎市消防団員等公務災害補償条例 

改正後 現 行 

第３条 損害補償を受ける権利は、消防団員が

その身分を失った場合においても変更される

ことがない。 

２ 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保

に供し、又は差し押さえることができない。 

 

第３条 消防団員がその身分を失った場合にお

いても、損害補償を受ける権利は、変更され

ることはない。 

２ 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保

に供し、又は差し押さえることはできない。

ただし、傷病補償年金又は年金である障害補

償若しくは遺族補償を受ける権利を株式会社

日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫

に担保に供する場合は、この限りでない。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

  

種 別 その他 番 号 議案第４１号 所 管 中央地域課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立中央南生涯学習プラザ） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

尼崎市立中央南生涯学習プラザ 

尼崎市西御園町９３番地の２ 

 

２ 指定管理者 

尼崎市西長洲町１丁目４番１号 

公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団 

代表理事 福井 進 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

中央南生涯学習プラザについては、社会体育施設である尼崎市立中央体育館及び尼

崎市立屋内プールとの複合施設であり、これら社会体育施設と同一の指定管理者に一

括して管理させることで、一体的・効果的な管理運営が確保できるため、公益財団法

人尼崎市スポーツ振興事業団を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４２号 所 管 行政管理課 

件 名 包括外部監査契約の締結について 

内       容 

１ 契約の目的 

  包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査結果に関する報告を受けること。 

 

２ 包括外部監査人として契約を締結する者 

  芦屋市松ノ内町６番２０号 

   弁護士  重田 和寿 

 

３ 契約の内容 

   契約の期間  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

   契約の金額  １１，９６４，０００円を上限とする額 

   契約の方法  随意契約 

 

４ 主な選定理由 

   令和３年度の包括外部監査において、弁護士としての専門性を活かした有効な監

査を実施した。 

   令和４年度の包括外部監査に対しても意欲的であり、本市における監査実績を踏

まえ、より効率的・効果的な監査の実施が期待できる。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４３号 所 管 スポーツ推進課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立社会体育施設） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

  尼崎市立屋内プール 尼崎市西御園町９３番地の２ 

  尼崎市立中央体育館 尼崎市西御園町９３番地の２ 

  尼崎市立小田体育館 尼崎市潮江１丁目１５番３号 

  尼崎市立大庄体育館 尼崎市菜切山町２０番地 

  尼崎市立立花体育館 尼崎市三反田町１丁目１番１号 

  尼崎市立武庫体育館 尼崎市武庫之荘８丁目１７番５号 

  尼崎市立園田体育館 尼崎市食満２丁目１番１号 

 

２ 指定管理者   

尼崎市西長洲町１丁目４番１号 

   公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団 

    代表理事 福井 進 

 

３ 指定期間    

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団は、体育・スポーツの振興を図ることによ

り、住民の心身の健全な発達と地域社会の発展に寄与することを目的に市によって設

立され、以降、社会体育施設の管理運営を行うとともに、市の政策目的に沿った事業

を展開するなど本市スポーツ行政の一翼を担い市民の健康・体力づくりに大きく貢献

してきた。 

このように当該団体の設立趣旨が施設の設置目的と合致しており、施設の目的に沿

った自主事業等が実施できるため、当該団体を非公募で指定管理者として指定するも

の。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４４号 所 管 
スポーツ推進課、中央地域

課 

件 名 工事請負契約について（サンシビック尼崎大規模機械設備改修工事） 

内       容 

１ 契約の相手方 

尼崎市南武庫之荘１丁目２９番１５号 

株式会社西三設備 

 代表取締役 西村 一浩 

 

２ 契約金額 

３３９，０８６，０００円（※ 金額は消費税等相当額１０％を含む。） 

 

３ 契約の方法 

  一般競争入札（制限付） 

 

４ 開札年月日 

  令和３年９月１６日 

 

５ 工事内容 

機械設備工事 

空調換気設備工事      一式 

自動制御設備工事      一式 

 衛生器具設備工事      一式 

 給排水給湯設備工事     一式 

 消火設備工事        一式 

 温水プールろ過循環設備工事 一式 

 撤去工事          一式 

 

６ 工期 

契約締結の日から３６０日間 
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（株）阪神設備工業所 284,000,000

308,260,000 決定

（株）成友 313,900,000

（株）田中水道工業所 372,000,000 ※予定価格超過

（株）中の島商会 辞退

予　定　価　格 314,400,000円 最 低 制 限 価 格

（株）西三設備

第1回目入札金額（円）

開　札　結　果　表

開札年月日 令和３年９月１６日

件　　　　　名 サンシビック尼崎大規模機械設備改修工事

落　札　者　名

（※　金額は消費税等相当額10％を含まない。）

※最低制限価格抵触

（株）西三設備 落　札　金　額 308,260,000円

288,662,000円

入　　　札　　　者　　　名
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（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４５号 所 管 
スポーツ推進課、中央地域

課 

件 名 工事請負契約について（サンシビック尼崎大規模電気設備改修工事） 

内       容 

１ 契約の相手方 

尼崎市東七松町２丁目２番１０号 

山口電気工事株式会社 

代表取締役 山口 寛 

 

２ 契約金額 

２２０，０００，０００円（※ 金額は消費税等相当額１０％を含む。） 

 

３ 契約の方法 

  一般競争入札（制限付） 

 

４ 開札年月日 

  令和３年９月２７日 

 

５ 工事内容 

電気設備工事 

電灯設備工事   一式 

動力設備工事   一式 

 受変電設備工事  一式 

 発電設備工事   一式 

 弱電設備工事   一式 

 火災報知設備工事 一式 

 撤去工事     一式 

 

６ 工期 

契約締結の日から３６０日間 
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（株）小川電設 249,000,000

※予定価格超過

200,000,000 決定

平尾電工（株） 223,010,000

共栄電器工業（株） 236,200,000

※予定価格超過

※予定価格超過

不二電気工事（株）

大日通信工業（株）

287,600,000

未入札

予　定　価　格 217,700,000円 最 低 制 限 価 格

親和電機工業（株） 辞退

山口電気工事（株）

第1回目入札金額（円）

開　札　結　果　表

開札年月日 令和３年９月２７日

件　　　　　名 サンシビック尼崎大規模電気設備改修工事

落　札　者　名

（※　金額は消費税等相当額10％を含まない。）

※予定価格超過

山口電気工事（株） 落　札　金　額 200,000,000円

栄興電機工業（株） 179,000,000 ※最低制限価格抵触

198,951,000円

入　　　札　　　者　　　名

80



81



82



（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４７号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立あこや学園） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市立あこや学園 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 北江 有弘 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  あこや学園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠か

せず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団を非公募で

指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４８号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉会館） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市立身体障害者福祉会館 

尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

特定非営利活動法人尼崎市身体障害者連盟福祉協会 

理事 髙尾 絹代 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  身体障害者福祉会館については、利用者による自主的な管理が市民サービスの向

上、管理経費の縮減等に効果があるため、特定非営利活動法人尼崎市身体障害者連盟

福祉協会を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４９号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立たじかの園） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市立たじかの園 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 北江 有弘 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  たじかの園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠か

せず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団を非公募で

指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５０号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉センター） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市立身体障害者福祉センター 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 北江 有弘 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  身体障害者福祉センターについては、施設の運営において、幅広い知識、経験やノ

ウハウが欠かせず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業

団を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

 

種 別 その他 番 号 議案第５１号 所 管 こども青少年課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立城内青少年体育道場） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

  尼崎市立城内青少年体育道場 

   尼崎市南城内７番地の２ 

 

２ 指定管理者 

尼崎市西難波町３丁目６番３号 

尼崎市剣道連盟 

会長 柴田 侃一 

 

３ 指定期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

城内青少年体育道場については、利用者による自主的な管理が市民サービスの向

上、管理経費の縮減等に効果があるため、尼崎市剣道連盟を非公募で指定管理者とし

て指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

 

種 別 その他 番 号 議案第５２号 所 管 こども青少年課 

件 名 
指定管理者の指定について（尼崎市立立花青少年体育道場及び尼崎市立園田青

少年体育道場） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

   尼崎市立立花青少年体育道場  尼崎市立花町３丁目１０番１５号 

   尼崎市立園田青少年体育道場  尼崎市東園田町８丁目１１１番地の８ 

 

２ 指定管理者 

尼崎市若王寺２丁目１８番５号 

尼崎市スポーツ少年団 

本部長 大野 明 

 

３ 指定期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  立花青少年体育道場及び園田青少年体育道場については、利用者による自主的な管

理が市民サービスの向上、管理経費の縮減等に効果があるため、尼崎市スポーツ少年

団を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５３号 所 管 いくしあ推進課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市尼崎学園） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市尼崎学園 

神戸市北区道場町塩田字東山岡３０８３番地 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 北江 有弘 

 

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  尼崎市尼崎学園については、団体の設立趣旨が施設の設置目的と合致し、団体にお

いて目的に沿った自主運営が実施できること、施設の運営において、幅広い知識、経

験やノウハウが欠かせず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福

祉事業団を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５４号 所 管 施設建設担当 

件 名 工事請負契約について（第３工場跡地整備事業） 

内       容 

１ 事業手法 

  第３工場跡地整備事業について、事業者が設計及び施工を一括して行うＤＢ（デザ 

イン・ビルド）方式により実施する。 

 

２ 工事請負契約の概要 

  クリーンセンター第３工場の解体業務 

  清掃事務所等の建設業務 

  上記 及び に係る設計・調査業務及び工事監理業務 

 

３ 契約の相手方 

神戸市中央区海岸通４番地 

   株式会社鴻池組神戸支店 

    支店長 加藤 一哉 

 

４ 契約金額 

  ２,０５７,０００,０００円（※ 金額は消費税等相当額１０％を含む。） 

 

５ 契約の方法 

  一般競争入札（総合評価） 

  学識経験者３名による選定委員会において、入札参加者からの提案内容を審査し、

技術提案に関する内容点と入札金額から算出した価格点を合計した総合評価値が最

も高かった株式会社鴻池組神戸支店を代表企業とするグループを最優秀提案者とし

て選定した。 
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（議案説明資料） 

 ＜審査結果＞ 

入札参加者 ①内容点 ②価格点 ③総合評価値（①＋②） 順位 

（代表企業） 

鴻池組 
３３．７５ ６０．００ ９３．７５ １ 

（代表企業） 

五洋建設 
３７．５０ ５４．９７ ９２．４７ ２ 

（代表企業） 

村本建設 
２４．２５ ５９．０５ ８３．３０ ３ 

①内容点：選定委員会による提案内容の審査（配点４０点） 

②価格点：（最も低い入札金額／当該入札金額）×（配点６０点） 

 

６ 施設概要 

  事業場所  尼崎市大高洲町２番地 

  敷地面積  約１０，３９１㎡ 

  主な解体施設 

クリーンセンター第３

工場 

※ 煙突棟及び汚水処

理槽、煙突周辺倉庫

を含む 

竣 工 年 昭和５７年１１月竣工 

建築面積 ３，６７７ｍ２ 

延床面積 ８，５６１ｍ２ 

構  造 鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

地下１階 地上５階建 

全連続燃焼式ストーカ炉（１５０ｔ／日

×２基） 

 

  主な建設施設 

清掃事務所 建築面積 ５０２．０ｍ２（基本設計） 

延床面積 １，５０７．０ｍ２（基本設計） 

構  造 鉄骨造 地上３階建て 

自己搬入受入ヤード 

（市民等が直接ごみを

搬入する際の受入施

設） 

建築面積 ６４０．０ｍ２（基本設計） 

延床面積 ６４０．０ｍ２（基本設計） 

構  造 鉄骨造 地上１階建て 

収集車車庫棟 建築面積 ５６９．３ｍ２（基本設計） 

延床面積 ５６９．３ｍ２（基本設計） 

構  造 鉄骨造 地上１階建て 

 

７ 契約期間 

  契約締結の日から令和７年３月３１日まで 
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（議案説明資料） 

入札参加者及び開札結果 

＜入札参加者＞ 

株式会社鴻池組 神戸支店 を代表企業とするグループ 

担当業務 企業名 代表者名 所在地 

建設設計 株式会社鴻池組 大阪本店 
取締役専務執行役員

本店長 梅本 真 

大阪市中央区北久宝寺

町三丁目６番１号 

解体設計 株式会社鴻池組 
代表取締役社長 

渡津 弘己 

大阪市中央区北久宝寺

町三丁目６番１号 

解体工事 

建設工事 
株式会社鴻池組 神戸支店 

支店長 

加藤 一哉 

神戸市中央区海岸通４

番地 

 

五洋建設株式会社 神戸営業所 を代表企業とするグループ 

担当業務 企業名 代表者名 所在地 

建設設計 
株式会社あい設計 大阪支

社 

支社長 

三谷 学 

大阪市北区西天満５丁

目１－９ 大和地所南

森町ビル２階 

解体設計 

解体工事 

建設工事 

五洋建設株式会社 神戸営

業所 

所長 

川田 博一 

神戸市中央区浜辺通４

丁目１番１１号 

 

村本建設株式会社 神戸営業所 を代表企業とするグループ 

担当業務 企業名 代表者名 所在地 

建設設計 

解体設計 
株式会社福本設計 

代表取締役 

福本 保治 

奈良市大宮町４丁目２

８１－１ 

解体工事 

建設工事 

村本建設株式会社 神戸営

業所 

所長 

片山 整一 

神戸市中央区磯辺通１

丁目１番１８号 

 

＜開札結果＞ 

代表企業 入札価格（消費税及び地方消費税相当額を除く） 

株式会社鴻池組 神戸支店 １，８７０，０００，０００円 

五洋建設株式会社 神戸営業所 ２，０４１，０００，０００円 

村本建設株式会社 神戸営業所 １，９００，０００，０００円 

予定価格：２，７１２，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く） 
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（議案説明資料） 

＜令和４年２月定例会＞ 

 

種 別 その他 番 号 議案第５５号 所 管 道路課 

件 名 市道路線の認定について 

内       容 

１ 理由 

道路法第８条第２項の規定により、市道路線を認定するため、議決を求めるもの。 

 

２ 対象路線 

  認定しようとする路線 

路   線   名 起 点 ～ 終 点 

市 道 第 ８ ８ ６ 号 線 西昆陽２丁目３１８－３～同３１８－４ 

市 道 第 ８ ８ ７ 号 線 西昆陽２丁目３１８－１９～同３１８－１３ 

市 道 第 ８ ８ ８ 号 線 西昆陽２丁目３１８－３１～同３１８－２６ 

市 道 第 ８ ８ ９ 号 線 次屋３丁目８５－１０～同８５－３ 

市 道 第 ８ ９ ０ 号 線 武庫之荘８丁目２９２～同１４９－２ 
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コ
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市道路線の認定図

終点 起点
新規認定路線

凡例
既認定路線

終点 起点

1:1,5 00
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樋尻公園

新規認定路線
(4761)市道第889号線

幅員 = 6.00ｍ
延長 = 74.84ｍ
起終点地番
次屋3丁目85-10～同85-3

別図2

樋尻公園

(株)ダイセル
神崎工場

下畔公園

市営神崎北住宅

市営神崎住宅

1号棟

3号棟
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市道路線の認定図

終点 起点
新規認定路線

凡例
既認定路線

終点 起点

Ü
1 :1 ,500
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新規認定路線
(4762)市道第890号線

幅員 = 6.00ｍ
延長 = 95.50ｍ
起終点地番
武庫之荘8丁目292～同149-2

●

県立武庫荘総合高等学校

西
富
松
排
水
路

市立武庫東
保育所

市営時友住宅市営時友住宅
県
道
尼
崎
宝
塚
線

市営時友ナガヲサ住宅

JR山陽新幹線

時友ながおさ
第2子ども広場

西市
会立
館時
　友

●

●

別図3

武庫之荘八丁目

武庫之荘
　 8丁目
　　緑地



（議案説明資料） 

 

＜令和４年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５６号 所 管 公園維持課 

件 名 指定管理者の指定について（記念公園） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

記念公園 

尼崎市西長洲町１丁目 

 

２ 指定管理者 

尼崎市西長洲町１丁目４番１号 

公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団 

代表理事 福井 進 

 

３ 指定期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団は、体育・スポーツの振興を図ることによ

り、住民の心身の健全な発達と地域社会の発展に寄与することを目的に市によって設

立され、以降、記念公園等の管理運営を行うとともに、市の政策目的に沿った事業を

展開するなど本市スポーツ行政の一翼を担い市民の健康・体力づくりに大きく貢献し

てきた。 

このように当該団体の設立趣旨が施設の設置目的と合致しており、施設の目的に沿

った自主事業等が実施できるため、当該団体を非公募で指定管理者として指定するも

の。 
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